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1. 電子タグ(RFID)に対する期待 

 

日本がアセアンとの経済連携を進める中で、今注目を浴びているのは、物流・サプライ

チェーンマネジメント(SCM)です。情報技術(IT)がこれをどのように支援できるのか、今、

RFID（電子タグ）が大きな脚光を浴びています。 

RFID とは「無線を使った識別」の技術のことです。RFID の技術を使った情報機器として

は、IC タグと IC カードがあります。IC タグは、電子タグ、RFID タグ、RFID（広義の RFID）

とも呼称されますが、電波を発信・受信する IC チップを組み込んだタグ（電子タグ又は

IC タグと呼ばれる荷札）をつけて、物品等の在庫・輸送管理、履歴管理等を効率的に行う

ことができます。電子タグ（IC タグ）と良く混同される IC カード（非接触型）ですが、

双方とも無線技術を使用しており、用途としての違い（モノにつけるか、人が持ち運ぶか）

に応じて、分類するのが実用的なようです。 

本稿では、モノにつけるタグに無線チップを搭載して、商品等の識別管理に使う RFID

の現状と課題を示すこととして、呼称を電子タグと統一します。 

 

 RFID と電子タグの関係 

 
z RFID とは、Radio Frequency Identification の略称であり、微小な無線機能を有する

IC チップにより人やモノを識別・管理する仕組みのこと。 
 
z 無線チップをどのように利用するかにより様々な用途。 

・モノにつけるタグに搭載して、商品等の識別・管理に使う。  → 電子タグ（IC タグ） 
・人の持つカードに搭載して、電子決済や身分証明等に使う。 → 非接触型 IC カード 

 

電子タグは、2000 年以降、主に米国で注目されました。米マサチューセッツ工科大学

（MIT）に本部のある Auto-ID Center が開発した RFID システムが有名です。また、米国国

防総省や流通業（ウォルマ－ト社など）、さらには国土安全保障省(DHS)が、セキュリティ、

サプライチェーンマネジメント等の観点から、電子タグの活用に取り組みました。Auto-ID 

Center は、2003 年、標準化や普及促進などを行う EPC global と、RFID の研究開発を行う

Auto-ID Lab の２つの組織に整理されました。前者の EPC global は、事実上の標準化団体

として積極的な活動を行っており、ISO/IEC への提案を行うことにより、名実ともに国際

標準を獲得する戦略をとっています。 

 

 



日本の経済産業省も、電子タグの活用により、製造段階から運送、販売、消費者に至る

までの一気通貫したサプライチェーン全体の合理化を IT 政策の重要は柱として掲げてい

ます。このため、電子タグ低コスト製造技術の開発を行うとともに、ユーザー業界ごとの

実証実験、電子タグの国際標準化等を進めていました。 

経済産業省によると、電子タグは、業界間を跨るオープンな分野をターゲットとするこ

とにより、ユーザー企業の競争力強化に貢献とするものと位置づけられます。電子タグが、

日本のユーザー産業界に効率化と新サービスをもたらし、その国際競争力を維持・強化す

ることが期待されます。しかしながら、実際は、電子タグの実用化・普及が進んでいる分

野は、企業内でリユースするクローズドな分野でしかすぎず、逆に企業間を跨り、使い捨

てで取引されるオープンな分野では実用化されていないようです。 

この状態を脱却し、企業間取引の分野での電子タグを普及させるためには、①標準化、

②価格低減の二点が重要です。 

 

 

このうち、①標準化においては、ISO/IEC1の国際標準化機関での日本の電子タグ技術の

認知が極めて重要です。ISO/IEC など国際標準の世界は、皆さんご存じの通り、投票によ

る決定メカニズムにより成り立っており、国数の多い欧州勢の影響力が実質的に支配的で

す。その際、鍵を握るのは、中国、韓国、シンガポール、マレーシア等のアジアにおける

ISO/IEC のメンバー国の帰趨です。昨今の国際政治情勢等を鑑みると、シンガポール、マ

                                                  
1 ISO とは、各国の代表的標準化機関から成る国際標準化機構（International Organization 
for Standardization）のこと。IEC とは、電気及び電子技術分野の国際規格の作成を行う国際

電気標準会議（International Electrotechnical Commission）のこと。 



レーシア等のアセアン諸国との協力がより有効でしょう。また、日系企業の生産拠点を有

するアセアン諸国での電子タグの普及は、域内貿易の円滑化等を通じて、直接的なベネフ

ィットを日系企業に与える可能性があります。 

また、経済産業省は、②価格低減の観点から、１個５円以下の電子タグを実現する研究

開発（電子タグ響プロジェクト）を 2004 年 8 月に開始しました（委託先：（株）日立製作

所ほか）。このプロジェクトは、2006 年 7 月に終了しましたが、その開発成果をアジアな

ど世界に広めることが重要です。 

このため、2004 年 9 月の日アセアン経済大臣会合(AEM-METI)において、IC タグを活用し

た貿易・物流の円滑化等を提案した後、電子タグ（IC タグ）の活用の一環としてのデモン

ストレーション、国際連携型プロジェクト等を実施しています。 

確かにアセアン諸国では、電子タグの活用可能性として、物流・サプライチェーンが期

待されますが、IT インフラの整備状況、使いこなせる人材の不足等の課題が多く存在しま

す。したがって、IT インフラや電子商取引(EDI)のシステムが比較的整備されているシン

ガポール、マレーシア、タイでの電子タグの活用が先行することが考えられます。以下、

この３カ国の電子タグに関する現状をまとめます。 

 

2. 各国における電子タグの動向 

 

(1)シンガポール 

IDA（情報通信開発庁）は、国際物流のキーテクノロジーとして電子タグの普及に取り組

んでいます。無線技術としての RFID は、電子式道路料金徴収システム(ERP)や国立図書館、

さらに SARS 問題での病院でのトレーサビリティとして、既に導入されてきました。 

IDA（情報通信開発庁）は、2004 年 11 月、国際物流分野において期待される UHF 帯での

RFID の周波数帯域を割り当てました。アジアで最初に欧州及び米国の帯域に対応した動き

であり、EPC グローバルの規格に対応した ISO における国際規格(18000-6 タイプ C)の発行

を見越した動きでした。日本は、2005 年 4 月に高出力型パッシブタグシステム、2006 年 1

月に低出力型パッシブタグシステムへの周波数割り当てを行いました（総務省令改正）。 

さらに、2004 年 5 月、IDA（情報通信開発庁）は RFID 開発戦略として 1,000 万シンガポ

ールドルを RFID 関連プロジェクトに投資することを発表し、具体的なプロジェクトの提案

の公募を開始しました。既に、地元の輸送業者である YCH 社、Grocery Logistic シンガポ

ール社、スーパー大手の NTUC フェアプライス社の中央倉庫・配送部門は、RFID を業務効

率化に活用しています。また、ネプチューンオリエント海運の輸送部門である APL ロジス

ティックスは、ウォルマート納入業者向けに RFID タグサービスを提供しました。 

RFID の普及に不可欠な商品コードの標準化については、シンガポール製造者協会の

SANC(Singapore Article Number Council)が取り組んでいます。また、SANC は GS1 シンガ

ポールとしての EPC Global への代表も兼ねており、RFID、e-ビジネス、冷凍食品チェー

ンのプロジェクトを実施しています。 

多国籍企業の動きも活発化しています。2005 年初頭に、航空機製造大手のエアバス社が、

ヨーロッパ以外で初の RFID に対応した倉庫をシンガポールに設置しました。また、RFID

を活用したソリューションビジネスに力を入れる企業も出てきており、NEC Solution Asia 

Pacific(NECSAP)社は、2005 年 6 月、リパブリック・ポリテクニクに RFID センターを設置



するとともに、RFID を活用したフェリー搭乗券による乗船システムを Singapore Cruise 

Centre 社から受注しました。また、IBM によるナンヤン・ポリテクニクとの共同の研究所

や、オラクルによる技術センター、NOL による RFID 試験センターが設置されました。 

IDA（情報通信開発庁）は、2006 年 3 月 30 日、シンガポールのラッフルズコンベンショ

ンセンターで開催された"Real-Time supply Chain Management"の講演会において、2006

年中に、923～925MHz 帯を 920～925MHz 帯に広げるとの発表を行いました。この講演会で

は、現在 27 社が計 3000 万シンガポールドル強を関連事業に投じており、専門家育成で 380

人が研修を受けていること、国内の製造、物流、FMCG（食品や医薬品など回転の早い消費

財）業界などで、RFID システムを利用して管理された製品は、年間約９億シンガポールド

ル規模（670 億円程度）に達していることなどが示されました。 

さらに、2006 年 9 月 29 日、IDA（情報通信開発庁）、経済開発庁(EDB)、規格生産性革

新庁(SPRING)及び科学技術研究所(ASTAR)は、国立 RFID センターを設置しました。技術活

用事例の紹介や人材育成、企業紹介などの拠点とする予定です。 

シンガポールは、国際標準への整合性確保、多国籍企業の活力利用において戦略的です。 

 

シンガポールの電子タグ(RFID)戦略 

 

(2)マレーシア 

政府は、第９次国家計画（2006 年～2010 年）において、①RFID、②センサー、IPv6(Internet 

Protocol version 6)の 3 つを重点戦略分野としています。 

電子タグに関しては、エネルギー・水資源・通信省(MEWC)傘下のマレーシア通信・マル

チメディア委員会（MCMC）が許認可権限を有しており、UHF はヨーロッパの 860Mhz は開

放済、433MHz も開放済、920MHz は検討中です。2.45GHz は利用可能導入となっています。 

また、クラン港では、2002 年末～2003 年初に PIL（シンガポールの船会社）社が電子シ

ール（Savi 社製）を使ったパイロット・テストを行いました。オーストラリア、マレーシ

ア、香港間で冷蔵コンテナのトラッキングを行うシステムで、ゲートにアンテナを設置し、

コンテナ内部の温度センサーからのデータを RFID に記録しましたが、技術的には成功し

たものの、費用面の課題が残ったと言われています。 



他には、Teras Technology 社が実施した病院でのシーツ類トラッキングシステム、マレ

ーシア空港が行った手荷物に関する実証実験等がありますが、現時点では、政府による

RFID 実証実験はありません。 

また、電子タグ研究開発プロジェクトは、首相府直轄で実施された MM チップ(Multiband 

Micro)が有名ですが、目新しい成果は伝えられていません。 

いずれにせよ、マレーシアでの電子タグの実用化は、まだ先ですが、関心は依然として

高いと考えられます。 

 

（3）タイ 

電子タグの許認可は、国家情報通信委員会(National Telecommunications Commission; 

NTC)によってなされます。UHF 帯としては、2006 年 1 月に 920～925MHz(0.5ｗ)を実証実験

に限り認可され、正式に認可される見込みです。 

導入事例としては、e-Port 計画があります。RFID を利用し、通関業務の効率向上及び

セキュリティ確保を目指した電子港湾計画です。 

また、バンコク新空港での電子タグによる荷物管理システムが以前より提唱されていま

すが、現段階では具体的な動きはありません。 

その他、科学技術省（MOST）傘下の国立電子・コンピュータセンター(NECTEC)を中心と

した RFID クラスターという産学官の研究開発等の取り組みが注目されます。 

このように、タイにおいても、ロジスティクス分野、海上物流分野などが有望 RFID 導

入課題と挙げられています。 

 

3. RFID（電子タグ）に関する実証実験 

 

経済産業省は、2005 年度よりアジアにおける電子タグ実証実験を実施しています。これ

は、上述の国際標準を目指した仲間作りを目指したものですが、特にアセアン諸国を重視

しているようです。 

2005 年度は、「国際連携型プロジェクト」として、日中韓・アセアン諸国を中心に、ISO

国際標準に準拠した電子タグ共通基盤の構築を行う観点のプロジェクトを実施しました 

アセアンでは、シンガポール、マレーシア、タイとの間で自動車部品リターナブルコン

テナ実証プロジェクトを実施しました。（委託先：(社)日本自動車部品工業会、実施企業：

株式会社デンソー他） 

また、独立行政法人日本貿易振興機構(JETRO)も、先導的貿易投資環境整備実証事業

（J-Front）としてのオーディオ製品を対象とした電子タグの実証事業（委託先：（株）三

菱総合研究所、凸版印刷（株））をマレーシア、タイを対象として行うなど、アセアンでの

物流効率化に力を入れています。 

 

2006 年度は、「国際標準実現型プロジェクト」として、シンガポール、マレーシア、タ

イにおいて、家電業界でのビジネスシーンに即した３タイプの実証実験を実施します（委

託先：（株）三菱総合研究所及（社）電子情報技術産業協会(JEITA)）。筆者は、（財）国際

情報化協力センター(CICC)シンガポール事務所として、各国政府との調整等の業務を担当

しています。 



ここで、３タイプとは、家電業界におけるＢ（企業）to Ｇ（政府）、Ｂ（企業）ｔｏＢ

（企業）及びＢ（企業）to Ｃ（消費者）の３つの取引を意味します。 

当該プロジェクトでは、貿易手続きの簡素化実験に関しては、マレーシア標準工業研究

所(SIRIM)の協力を得るとともに、実施ベンダー及び実験フィールドは、Ｂ to Ｇ実験、Ｂ 

to Ｂ実験については松下電器産業株式会社の、Ｂ to Ｃ実験については（株）日立製作所

の全面的な協力を仰ぎ、2006 年 12 月から 2007 年 2 月にかけて実施します。シンガポール

では、家電の量販店における実験を計画しています。なお、これら３つのレーンのうち、

後者２つについては、響タグプロジェクトの成果を活用します。 

 

電子タグ実証実験の概要 

 
2006 年 10 月 19 日にはマレーシアにて第 1回目のワークショップを開催し、現地の官・

民・マスコミなどの電子タグ関係者を広く集め、本実験の概要や日本での電子タグに関す

る成果を公開しました。タイ、シンガポールにおいても、2007 年初頭にワークショップを

開催する予定です。 

 

4. （財）国際情報化協力センター(CICC)の取り組み 

 

筆者の属する（財）国際情報化協力センター(CICC)は、2006 年 10 月 3 日、4日に千葉市

内幕張において「第 5回アジア情報技術フォーラム」（(Asian Forum for Information 

Technology、以下、AFIT)）を開催しました。2002 年から毎年アジア 19 ヵ国／地域の IT

政策関係者を集め、アジアで情報化を推進するために克服すべき多くの共通課題に関して

意見交換の場です。 

今回の AFIT では、「特定課題セッション」を設けて、域内の物流効率化の重要性及びそ

の効率化のために RFID(Radio Frequency Identification)タグの利活用についての議論を



行いました。その結果、物流効率化のためにデータ入力方法、RFID タグの使用方法など利

用面の標準化や、途上国における認知向上のためのセミナー実施、人材育成など普及活動

の必要性が明らかになりました。 

さらに、先頃 11 月 2 日、3日、CICC 主催の「アジア情報技術標準化会議」（CAIST）にお

いても、RFID 標準化のより具体的な課題と取り組みについて議論しました。CAIST では、

国際規格作成のみならず、各国の国家規格作成に向けての協力についても議論しました。

問題意識として挙がってきたのは、マレーシア、シンガポールなど各国毎に各種 RFID セン

ターが設置されており、実際の物流・サプライチェーンマネジメントでの整合性が各国間

で確保されない可能性です。 

 

5. まとめ 

 

このように、アセアンにおける電子タグの普及支援は、日本主導の技術の国際標準化、

さらに日系企業にとっても、物流効率化の観点から重要です。 

日アセアン間の更なる貿易円滑化に向け、電子タグを活用した関連制度の改善・運用ノ

ウハウを含めた幅広い意見交換を重ね、当該地域におけるこれら先端技術の有効な活用に

つなげることが望まれます。 

このため、日本としても、引き続き、実証実験、セミナー、標準化会議等を通じて、日

本として積極的に取り組んでいく必要があります。特に、アセアンの場合は、国際規格を

うまく国家規格として導入できない可能性があり、どのようにして実際の物流・サプライ

チェーンマネジメントでの現場での運用を図るかが重要でしょう。 

他方、アジアにおける物流のハブ、IT 利活用の先進国としての生き残りを図るシンガポ

ールは極めて戦略的に電子タグの普及に取り組んでいます。 

我々、在星の日系企業社会においても、シンガポール政府及び企業等と協力しながら、

効果的に電子タグを導入していくかを、自ら検討することが望まれます。 
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